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Ⅰ 学校運営 

１ 児童・生徒の就学状況 

 
 学齢児童・生徒の小・中学校への就学は、学校教育法により義務教育とされていて、その事務は区の教

育委員会が行っています。区立の小学校は22校、中学校は平成27年度に第三・第四中学校を統合して大

鳥中学校とし、9校を設置しています。就学すべき学校は、通学区域に関する規則に従って、児童・生徒

の住所により指定しています。なお、児童・生徒が健康上の理由や家庭の事情等で指定校以外の学校へ就

学しようとする場合には、保護者からの申し出により、教育委員会が相当と認めるときには変更すること

もあります。 

 また、教育委員会では、平成 15 年 4 月に区立中学校へ入学する新一年生から｢隣接中学校希望入学制

度｣を、平成17年 4月に区立小学校へ入学する新一年生から「隣接小学校希望入学制度」を導入しました。

なお、「隣接小学校希望入学制度」については、これまでの隣接学校希望入学制度の実施結果、児童・生徒

数や学級数の将来推計及び平成29年度に実施したアンケート調査等を総合的に判断し、平成31年 4月入

学から当面の間「休止」することとしました。 

 

小・中学校 児童・生徒数、教員数                  (各年度 5月 1日現在） 

児童数 指数 教員数 指数 生徒数 指数 教員数 指数

平成30 9,492 100.0 503 100.0 2,624 100.0 189 100.0

令和元 9,749 102.7 519 103.2 2,638 100.5 189 100.0

     2 9,990 105.2 534 106.2 2,754 105.0 195 103.2

     3 10,246 107.9 547 108.7 2,790 106.3 205 108.5

     4 10,252 108.0 552 109.7 2,841 108.3 200 105.8

小　　学　　校 中　　学　　校

 
        ※児童数・生徒数は学級編制除外者を含む。 

 

小学校 通常の学級 学校別・学年別、児童数、学級数              （令和4年 5月 1日現在） 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 計 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 計
八  雲 65 65 74 52 61 66 383 2 2 3 2 2 2 13
菅  刈 60 59 51 54 43 47 314 2 2 2 2 2 2 12
下目黒 103 78 89 85 64 67 486 3 3 3 3 2 2 16
  碑 111 96 102 100 103 75 587 4 3 3 3 3 2 18

中目黒 92 91 125 71 81 110 570 3 3 4 2 3 3 18
油  面 74 89 84 88 77 86 498 3 3 3 3 2 3 17
大岡山 109 127 125 120 123 109 713 4 4 4 3 4 3 22
烏  森 60 75 65 64 71 63 398 2 3 2 2 2 2 13
向  原 54 46 50 47 43 44 284 2 2 2 2 2 2 12
五本木 57 69 58 63 64 68 379 2 2 2 2 2 2 12
鷹  番 61 83 73 58 72 81 428 2 3 3 2 2 2 14
田  道 65 81 56 78 63 56 399 2 3 2 2 2 2 13
月光原 54 66 55 64 51 64 354 2 2 2 2 2 2 12
駒  場 61 76 62 69 57 85 410 2 3 2 2 2 3 14
緑ヶ丘 32 44 29 34 44 48 231 1 2 1 1 2 2 9
原  町 53 69 48 43 42 45 300 2 2 2 2 2 2 12
不  動 141 129 121 109 98 104 702 5 4 4 3 3 3 22
上目黒 50 45 52 43 52 51 293 2 2 2 2 2 2 12
東  根 106 120 125 124 128 131 734 4 4 4 4 4 4 24
中  根 67 66 62 49 71 71 386 2 2 2 2 2 2 12
宮  前 53 56 47 55 47 55 313 2 2 2 2 2 2 12
東  山 172 170 146 175 163 169 995 5 5 5 5 5 5 30
合  計 1,700 1,800 1,699 1,645 1,618 1,695 10,157 58 61 59 53 54 54 339

小学校名
　　児　童　数      学  級  数

  

※児童数は学級編制除外者を含む。 
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中学校 通常の学級 学校別・学年別、生徒数、学級数 （令和4年 5月 1日現在） 

 

 

 

※生徒数は学級編制除外者を含む。 

 
隣接中学校希望入学制度実施結果                   （令和 5年 4月 7日現在） 

申込者数 辞退等
国都私立
進学者

最終人数 申込者数 辞退等
国都私立
進学者

最終人数

第一中学校 35 13 4 3 6 33 10 20 3 3 70
第七中学校 35 10 4 1 5 71 15 32 24 △ 19 78
第八中学校 35 52 11 23 18 19 5 12 2 16 66
第九中学校 35 5 0 0 5 21 3 9 9 △ 4 52
第十中学校 35 22 3 8 11 20 3 11 6 5 140

第十一中学校 35 11 3 7 1 23 3 7 13 △ 12 47
東山中学校 35 40 10 23 7 27 11 9 7 0 110

目黒中央中学校 【注】 96 50 36 10 31 14 9 8 2 215
大鳥中学校 25 40 6 19 15 44 27 11 6 9 168

289 91 120 78 289 91 120 78 0 946

差引 入学者数

計

学校名
受入
人数

入 出

 

 （事業開始：平成15年 4月） 

【注】目黒中央中学校については、2月以降、学区域内の入学状況等を踏まえて可能な範囲で受け入れを

行うこととし、申込段階では概ね5～15人程度の受入人数としていました。 

※目黒中央中学校は、国・都・私立中入学者による辞退者を考慮しても定員を超えることが予想されたた

め、抽選を実施しました。 

※ ｢辞退等」の人数には、「希望校の調整区域に居住している方」及び「令和 5 年度に兄又は姉が希望校

に通学している方」を含みます。 

 

＊対象者数 2,057人＜令和5年 4月に1年生になる小学校6年生の令和4年 10月 28日現在の人数(国・

私立小学校等への通学者を含む。)及び転入予定者で申請があった者の人数＞ 

＊申込者数   289人＜申込率 14.05%（申込者数／対象者数）＞ 

＊最終人数   78人＜申込率  3.79%（最終人数／対象者数）＞ 

 

特別支援学級 学級別・学年別、児童・生徒数、学級数          （令和4年 5月 1日現在） 

設置校名 障害種別 
児 童 数 

学級数
1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 計 

八雲小（3 くみ） 知的障害 5 3 5 4 5 3 25 4

菅刈小（あすなろ学級） 知的障害 3 4 4 4 6 7 28 4

碑小（4 くみ） 知的障害 2 6 1 5 0 8 22 3

鷹番小（つくし学級） 知的障害 1 1 5 2 0 2 11 2

油面小（わかたけ学級） 肢体不自由 0 0 1 1 1 0 3 1

五本木小（4 組） 自閉症・情緒障害 0 2 0 1 3 0 6 1

東根小 

（きこえとことばの教室） 

難聴※ 0 2 0 0 5 0 7 1

言語障害※ 6 3 6 8 5 0 28 2

1年 2年 3年 計 1年 2年 3年 計

第  一 60 36 48 144 2 1 2 5

第  七 60 60 84 204 2 2 3 7

第  八 55 77 86 218 2 2 3 7

第  九 56 53 53 162 2 2 2 6

第  十 138 131 137 406 4 4 4 12

第十一 67 67 68 202 2 2 2 6

東  山 121 112 130 363 4 3 4 11

目黒中央 207 189 192 588 6 5 5 16

大　鳥 162 168 177 507 5 5 5 15

合　計 926 893 975 2,794 29 26 30 85

生　　徒　　数 学　　級　　数
中学校名
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小学校 拠点校特別支援教室別学年別利用児童数          （令和4年 5月 1日現在） 

拠点校名 巡回する小学校 
児 童 数 

1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 計 

中目黒小（すずかけ） 下目黒小、田道小 5 13 16 10 6 10 60

五本木小（ゆりのき） 
鷹番小、上目黒小、

烏森小 
4 8 12 11 12 10 57

原町小（かしわのき） 碑小、向原小 1 11 8 10 7 12 49

不動小（ゆずりは） 油面小、月光原小 3 10 9 7 13 12 54

中根小（さくら） 大岡山小、緑ヶ丘小 1 3 12 9 10 9 44

宮前小（はなみずき） 八雲小、東根小 2 3 6 5 6 4 26

東山小（いちょう） 菅刈小、駒場小 9 7 13 14 20 18 81

○小学校の特別支援教室拠点校では、自閉症、情緒障害、学習障害、注意欠陥多動性障害又はその傾向 

がある児童に対して巡回指導を行っています。 

 

中学校 拠点校特別支援教室別学年別利用生徒数     （令和 4年 5月 1日現在） 

 

 

 

 

 

○中学校の特別支援教室拠点校では、自閉症、情緒障害、学習障害、注意欠陥多動性障害又はその傾向 

がある生徒に対して巡回指導を行っています。 

 

日本語国際学級 

設 置 校 名 児童数 学級数 

東根小学校 22 2 

 

  

設置校名 障害種別 
生 徒 数 

学級数 
１年 ２年 ３年 計 

第八中（E 組） 知的障害 4 5 4 13 2

大鳥中（6 組） 知的障害 7 5 6 18 3

大鳥中（7 組わかたけ） 肢体不自由 0 1 1 2 1

目黒中央中（しいの木学級） 自閉症・情緒障害 4 6 4 14 2

拠点校名 巡回する中学校 
生 徒 数 

１年 ２年 ３年 計 

第七中（つばさ） 

第一中、第八中、第九中、 

第十中、第十一中、東山中、

目黒中央中、大鳥中 

33 23 28 84 
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２ 障害のある児童・生徒の就学 

（１）障害のある児童・生徒の就学・転学相談 

 障害のある児童・生徒の就学・転学については、その障害の種別と程度に応じ、学校教育法の定めによ

る学校や学級に就学することができます。東京都では特別支援学校（視覚障害・聴覚障害・肢体不自由・

知的障害・病弱）を、区では小・中学校に知的障害学級、肢体不自由学級、自閉症・情緒障害学級、特別

支援教室を設置し、さらに、小学校には、難聴・言語障害通級指導学級を設置し、障害の状態等に応じた

指導・支援を行っています。なお、小学校の自閉症・情緒障害学級（五本木小学校4組）は、令和3年度

に設置しました。これらの学級への就学等については、教育委員会事務局で就学相談等を行い、校長及び

専門医等で構成する就学支援委員会等を開き、保護者と相談のうえ、学校、学級を決めていきます。就学相

談の日程等は、「めぐろ区報」等で毎年度お知らせしています。 

 

就・転学等相談結果 

※（ ）内の人数は転学等の内数です。 
「その他」は区外転出、私立学校への入学、就学相談取下げの人数です。そのうち、[ ]内は
教育委員会の意見として就学・転学先の意見を具申した人数です。 

 

（２）特別な支援を必要とする児童・生徒への支援 

ア 定期巡回訪問・要請訪問 

特別支援教育主任専門員（教育）と特別支援教育相談員（心理）が区立小・中学校を訪問し、通常の

学級に在籍し、障害があるなど特別な支援を必要とする児童・生徒の実態を把握し、個に応じた学習方

法や生活習慣が身に付くように学校に対して指導・助言を行っています。 

定期巡回訪問は、前期・後期に各1回、区立小・中学校を巡回し、要請訪問は、学校・園からの要請

に基づいて必要に応じて訪問しています。平成 23 年度からは区立幼稚園、こども園へも訪問を実施し

ています。 

定期巡回訪問    要請訪問 

校 種 校・園数 対象人数  校 種 校・園数 対象人数

幼稚園・こども園 6 16  幼稚園・こども園 0 0

小学校 44 1,324  小学校 84 263

中学校 18 276  中学校 24 64

計 68 1,616  計 108 327

 

イ 特別支援教育に関する相談 

障害があるなど特別な支援を必要とする児童・生徒の教育上の課題等について、特別支援教育主任専

門員（教育）、特別支援教育相談員（心理）が来庁・電話相談に応じています。 

 

ウ 特別支援教育支援員の配置 

小・中学校 31 校（全校）の通常の学級に在籍し、生活面及び学習面での指導に特別な配慮を要

する児童・生徒 831 名に対し、224 名の特別支援教育支援員を84,533 時間配置し、支援の充実を図

りました。特別支援教育支援員の支援方法等の向上を図るため、年 2 回の講義動画による研修を実施

しました。  

 
通常の 

学級 

特別支援学級・ 

特別支援教室 
特別支援学校 

就学猶予

免除 
その他 計 

小学校 
34

(8)

171 

(128)

14

 (3)
0

4 

[2] 

223

(141)

中学校 
3

(1)

41

(16)

3

 (0)
0

9 

[3] 

56

(20)

合 計 
37

(9)

212

(144)

17

(3)
0

13 

[5] 

279

(161)
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（３）小学校就学前の幼児に関する相談 
 

ア 就学相談員による就学前施設の訪問 

就学相談員が、すくすくのびのび園を訪問して、小学校への就学を予定している特別な支援が必要な

幼児と保護者に対する巡回相談を行いました（25名に対して、17回訪問）。 

イ 小学校就学前ガイダンスの実施 

区立幼稚園・こども園、私立幼稚園、区立保育園、私立保育園、認証保育所の教職員・保護者を対象

とした、小学校就学前ガイダンスを行いました（45園の幼児96名に関して、延べ65回訪問）。 

 

３ 幼稚園・こども園 

 

区立幼稚園は1園で2年保育を、区立こども園は2園で 3年保育を行っています。入園は目黒区民であ

ることを要件とし、11月頃に申し込みを受け付けます。募集の詳細については、「めぐろ区報」やホーム

ページ、ポスター等でお知らせします。 

 なお、みどりがおか幼稚園は平成25年 4月に、げっこうはら幼稚園は平成26年 4月に、認定こども園

に移行しました。 

 

園児数・教員数（各年度 5月 1日現在） 園別・歳児別園児数       （令和 4年 5月 1日現在） 

幼稚園名 4歳児 5歳児 計 クラス数

ひがしやま 20 25 45 2

平成 26 246 17

　　 27 247 16 こども園名 区分 3歳児 4歳児 5歳児 計
     28 245 15 短時間 14 18 21 53
     29 243 15 中時間 1 2 5 8
     30 244 17 長時間 3 5 5 13
令和 元 239 17 計 18 25 31 74
      2 207 17 短時間 15 15 21 51
      3 192 17 中時間 2 2 3 7
      4 189 18 長時間 3 4 5 12

計 20 21 29 70

38 46 60 144

※クラス数は、3歳・4歳・5歳とも各1クラス、合計6クラス

みどりがおか

合　　　計

園児数 教員数

げっこうはら

 

 

４ 就学援助費・奨励費等給付状況 

 

（１）就学援助費 

就学援助費は、経済的な理由により就学することが困難な学齢児童・生徒のために設けられた制度で、

法律に基づいて国の補助を受け、地方自治体が行っている事業です。この制度の対象は、生活保護法適用

世帯及び児童福祉法適用世帯(要保護世帯)と、世帯の所得が生活保護法に定める生活費の需要額に対して

1.2倍以下の世帯(準要保護世帯)で、保護者が教育委員会に申請し、該当世帯として認定されると、学用

品費や学校給食費等の給付を受けることができます。 
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給付人数と１人当たり給付額 

   費 目 

 

内 訳 

学校 
給食費 

学用品 
費 

通学用品
費 

入学 

支度金費

校外
行事費

修学旅行
費 

医療
費 

校 外
宿泊費

卒業記念 

ｱﾙﾊﾞﾑ費 
体育実技

用具費 
部活動
費 

準 準 準 準 準 生・準 生・準 生･児･準 生･児･準 準 生･児･準

小 

学 

校 

受給者数

(人) 
517 517 439 80 517 100 0 184 101 

  
給付額 

(円) 
50,282 16,203 3,100 51,063 1,646 1,350 0 7,043 15,802 

合計額 

(千円) 
25,996 8,377 1,361 4,085 851 135 0 1,296 1,596 

中 

学 

校 

受給者数

(人) 
313 313 222 96 313 116 0 96 126 14 238

給付額 

(円) 
57,125 31,482 3,811 59,750 2,997 75,784 0 12,667 9,714 5,000 1,231

合計額 

(千円) 
17,880 9,854 846 5,736 938 8,791 0 1,216 1,224 70 293

※表中「生」は生活保護法適用世帯、「児」は児童福祉法適用世帯、「準」は準要保護世帯 

※校外宿泊費は「自然宿泊体験教室」、「部活動合宿」、「独自宿泊事業」、「特別支援学級校外宿泊」 

 

 

受給者受給者数、受給率、給付総額、1人当たりの標準受給額 

※令和 2 年度までは決算ベース、令和 3 年度以降は受給者の入学年度ベースで算出 

 

 

（２）就学奨励費 

 就学奨励費は、特別支援教育の振興を図るために定められた制度です。この就学奨励事業の対象は、特

別支援学級等児童・生徒の中で、世帯の所得が生活保護法に定める生活費の需要額の2.5倍未満の世帯で

す(通学費等は所得制限なし)。保護者が教育委員会に申請し、認定されると、通学費や学用品費、学校給

食費等の給付を受けることができます。 

  

     区分 
年度 

受給者数（受給率） 
給付総額（千円）

1人当たりの標準受給額 
( )内は平成30年度を100とした指数要保護（％） 準要保護

（％） 

30 
小学校 10 (0.11) 534  (5.63) 44,799 82,351 (100)

中学校 24 (0.91) 317  (12.08) 46,466 136,264 (100)

元 
小学校 7 (0.07) 513  (5.26) 46,950 90,288 (110)

中学校 26 (0.99) 299  (11.33) 37,878 116,548  (86)

2 
小学校 6 (0.06) 499  (4.99) 55,979 110,850 (135)

中学校 20 (0.73) 309  (11.22) 38,373 116,635  (86)

3 
小学校 7 (0.07) 538  (5.25) 44,396 81,461  (99)

中学校 18 (0.65) 328  (11.76) 47,187 136,379 (100)

4 
小学校 7 (0.07) 517  (5.04) 43,697 83,391 (101)

中学校 9 (0.32) 313  (11.02) 46,848 145,491 (107)
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給付状況 

     費 目 

内 訳 

学用品費
等 

修学 
旅行費 

学校 
給食費 

通学費 
校外行事
・宿泊費

職場体験
交通費 

体育実技
用具費 

給付額 

総額（千円）

小学校 

受給者数

(人) 
19 0 19 22 19  

1,742
給付額 

(千円) 
330 0 996 361 55  

中学校 

受給者数

(人) 
6 1 6 16 6 0 0

1,489
給付額 

(千円) 
263 66 348 769 43 0 0

※ 学用品費には通学用品費及び新入学児童・生徒学用品費が、通学費には通級交通費が含まれる。 

５ 学校運営費の執行 

 

 区立小・中学校の運営上必要とされる経費の大部分は、学校の児童・生徒数や学級数に応じて各学校に

配付され、学校で直接、教材・教具の購入、修繕、印刷等の経費として執行されます。このほかに、全校

に関わるもので一括処理した方がよいものや、年次計画を立てて計画的に整備するものについては、教育

委員会事務局で執行しています。内容としては、児童・生徒の机、椅子等の教室の校具や光熱水費、電話

料金等です。 

 

６ 学校評価 

 

子ども・保護者・地域から信頼される学校を目指し、平成15年度から「保護者による学校評価」、平成

16年度から「児童・生徒による学校評価」及び「地域の方による学校評価」、平成18年度からは、「教職

員による学校評価」を実施しています。これらの保護者、児童・生徒、地域の方及び教職員による学校評

価を「四者による学校評価アンケート」とし、自己評価のための資料に位置付け、学校評価の充実を図っ

ています。また、平成 20 年度からは、各学校において「学校評価委員会」を設置し、学校の自己評価の

妥当性や客観性を高めるとともに、次年度の教育課程の編成に生かしています。 

令和 2年度は「目黒区立学校 学校評価ガイドライン」と「目黒区立幼稚園・こども園 園評価ガイド

ライン」を作成・配付しました。学校評価アンケートのデジタル化について、令和 3 年度はオンラインで

の試行実施として、校長の判断によりグーグルフォームを活用した学校がありましたが、課題として、保

護者・地域向けのオンラインアンケートを実施するシステムの変更と取り扱い規定の整理等が挙がりまし

た。解決策を確立するためには一定程度の時間を要することから、令和 4 年度は、一旦、全校・園、紙面

での実施としました。 

 

７ 学校運営協議会 

 

 区では、平成20年度から平成23年度まで鷹番小学校、田道小学校を学校運営協議会のモデル実施校と

して2期 4年間指定しました。 

両校の活動内容について、平成 24 年度にそれまで学校運営協議会に関わった構成員、学校長、教育委

員会事務局による評価に加えて外部の有識者による第三者評価を行い、学校運営協議会の成果と課題を検

証し、その結果を報告会や区のホームページで公表を行いましたが、この間、今後の方向性の検討を行っ

ていたことから、新たな協議会の設置はしていません。 

なお、令和4年度は常設のめぐろ学校教育プラン推進委員会の小委員会として小・中学校の校長及び幼

稚園・こども園の園長を構成員に含めた検討会を設置し、学校運営協議会の設置に向けた検討を行いまし

た。                                     （事業開始：平成20年度） 
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８ 学校評議員 

 

地域に開かれた学校づくりを推進し、学校及び校長への支援体制をつくるため、平成 13 年度から学校

評議員制度が設けられました。学校評議員は、校長の求めに応じ、学校の教育目標、学校運営や教育活動

に関すること、地域との連携の進め方などについて意見を述べ、校長はその意見を参考に学校運営を行い、

地域に根ざした創意工夫ある学校づくりを進めています。 

また、学校評議員は、学校評価における学校の自己評価の妥当性・客観性を高めるため、「目黒区小・

中学校学校評価委員会」の構成員として、意見を述べる等の役割を担っています。 
 平成 14 年度には全ての小・中学校、幼稚園に学校評議員が置かれ、令和 4 年度は、小学校 103 名、中

学校43名、幼稚園・こども園15名の学校評議員が教育委員会から委嘱されました。 

 

９ 不審者情報などの発信 

 
学校生活や通学途中等における子どもの安全を守る一つの手段として、保護者連絡システムを活用して、

不審者情報などの防犯情報や震災時における学校からの連絡事項などを、区立小・中学校、幼稚園・こど

も園の保護者等に配信しました。 
 

配信状況（令和4年 4月 1日～令和5年 3月 31日）         （単位：件） 

 不審者情報 お知らせ その他事件・事故 計 

教育委員会からの配信 23 50 0 73 

 

１０ ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の設置 

 
学校では児童・生徒の活動のほか、学校開放で多くの区民がスポーツ活動などを行っています。こうし

た活動中、心停止（心室細動）などの緊急事態発生に対応するため、平成 20 年度に全区立小・中学校等

へＡＥＤを設置しました。 
令和4年度は、前年度に引き続き、ＡＥＤが有効に活用できるよう、教職員を対象に普通救命講習会を

実施しました。 

設置施設：小学校（22校）、中学校（9校）、ひがしやま幼稚園、めぐろ学校サポートセンター、 
興津自然学園、八ヶ岳林間学園 

全てのＡＥＤに小児用電極パッド又は小児用キー、救急キット、蘇生用マウスピース、毛布を付属して

います。 
（事業開始：平成20年度）  
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